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日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震
防災対策推進基本計画について

防災対策実行会議

令和４年９月２０日



● 基本的な施策の具体的な目標及びその達成の期間

【国：中央防災会議】基本計画

推進計画 対策計画
● 避難場所・避難路等緊急に整備すべき施設の整備に関する事項

● 津波からの円滑な避難の確保に関する事項 等

● 国の日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の基本的方針及び基本的な施策

【府省庁、道県、市町村等】 【民間事業者等】

（イメージ）今後10年間で達成すべき目標 ・想定される最大の死者数約●万人から概ね●割減少

等

津波避難対策緊急事業計画 【市町村】

● 津波からの避難するために必要な緊急に実施すべき事業（避難施設・避難路等の整備に関する事業、集団移転促進事業等）

● 津波からの防護、円滑な避難及び迅速な救助に関する事項
● 防災訓練に関する事項
● 関係機関との連携協力に関する事項

等

● 事業の具体的な目標及びその達成の期間

対策計画を作成しなければならない施設・事業
・病院、劇場、百貨店、旅館等の多数の者が出入りする施設
・石油類、火薬類、高圧ガス等の取り扱いを行う施設
・鉄道事業等の一般旅客運送に関する事業 等

等

国、自治体、民間事業者等が必要な計画を作成し、これらに基づき、地震防災対策を推進

※【 】は計画作成主体

● 対策計画の基本となるべき事項● 推進計画の基本となるべき事項

● 津波避難対策緊急事業計画の基本となるべき事項

日本海溝・千島海溝地震対策の体系
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日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本計画の変更(案)の概要

○ 10年間で達成すべき減災目標を新たに設定
①減災目標・施策・具体目標の設定

想定される死者数
・日本海溝沿いの巨大地震 最大約19万9千人
・千島海溝沿いの巨大地震 最大約10万人

を今後10年間でそれぞれ概ね８割減少

＜ 津波対策 ＞
・ 訓練・防災教育等による早期避難への意識の向上
・ 避難路・避難施設等の整備・指定等の推進

＜ 地震対策 ＞
・ 住宅、学校、医療施設等の建築物の耐震化

＜ デジタル技術の活用 ＞
・ 防災情報のデータ連携のための環境整備

＜ 積雪寒冷地特有の課題への対応 ＞
・ 防寒具・暖房器具等の備蓄による、避難時の低体温症対策の推進
・ 避難路・避難施設等の整備での、積雪や凍結等の影響への配慮

等

②後発地震に関する情報の発信等

・ 後発地震発生の可能性が高まった場合、
後発地震への注意を促す情報を気象庁が
発信

○ 地震防災対策を進めるための様々な施策を拡充

○ 施策の具体目標を新たに設定
・ すぐに避難するという意識を持つ地域住民の割合：70%
・ 津波避難訓練を毎年実施する市町村の割合：100%
・ 津波避難ビル等を指定している市町村の割合：100%
・ 耐震性が不十分な住宅：概ね解消（R12まで） 等

→ 社会全体として、後発地震に対して注意
する措置（迅速に避難するための備え 等）
を、１週間実施

③各種計画の作成方針等

・ 国の応急対策活動に関する「具体計画」
・ 自治体の津波避難対策に関する

「緊急事業計画」

防寒機能付き避難タワー
避難時の持ち物の準備 避難経路等の確認

迅速に避難するための備えの例

○ 以下の計画の作成方針等を新たに記載

○ 後発地震に関する情報の発信とその対応
について、新たに記載

変更のポイント

○ 最新の科学的知見に基づく最大クラス
の地震・津波を想定し、推進計画・対策
計画の記載事項を見直し
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